公務労協の労働条件専門委員会は2月17日、段階的定年延長の実施に関わり、国家公務員制度改革推進本部事務局の笹島審議官、村山参事官との交渉を実施した。

　交渉では、冒頭、岩﨑労働条件専門委員長が「人事院の意見の申出後、10月３日に公務員連絡会が官房長官に『意見の申出を踏まえ、2013年度から定年延長が実施できるよう、必要な法案を国会に提出する』よう要求した。その後、国家公務員制度改革推進本部において事務的な検討作業を行ってきたようだが、私たちの求めている方向とは違った検討案もあがっているとの話も聞いている。今日は忌憚のない話を伺いたい」とし、現時点での検討状況や今後のスケジュール等について質した。

これに対し、笹島審議官は次の通り答えた。

(1）雇用と年金の接続は中長期的課題として、今決めるタイミングにあり、公務員制度としても重要なテーマであると認識している。これまでの人事院の意見の申出が出るまでの労使の議論の経過や民間労働者の課題を扱っている厚生労働省の労働政策審議会の状況も認識している。

(2）一方、人件費削減など行革の動きもあるが、岡田副総理の下で定年延長問題も連動して検討していかざるをえない。再任用であろうと定年延長であろうと定員の問題は避けて通れない問題であり、法律に基づいた人事院の意見の申出を重いものとは理解したうえで、民間の状況を踏まえ、採用抑制等の課題を含めて３月末までを目途に一定の方向性を出していきたいと考えている。政府の判断をするにあたって、有識者による意見交換会を行う予定である。

(3) 本日の協議の後、再来週以降は表に出して政務三役に判断のポイントも示しながら、政府の判断を固めていきたいと考えている。限られた時間で政局も大変厳しい状況ではあるが、皆さんと意見交換をしながら進めていきたい。

　また村山参事官が、検討状況や今後のスケジュール等について別紙の通り説明した。

　それに対して公務労協から以下の点について質した。

(1) 法案提出に向けての当初のスケジュールはどのような予定だったのか。秋の臨時国会までかかるならば遅すぎる。

(2) 人事院の意見の申出に基づいて法案の検討を進めるべきにもかかわらず、再任用の義務化という新たな選択肢が増えたことは反対だ。雇用と年金の接続方法は「定年延長」で実施するべきだ。

(3）世論の厳しい意見があると言って、「定年延長」を実現するために公務員事務局として世論に対するアピールをするなどの努力をしているのか。公務員の場合は確実に雇用と年金を接続し生活を維持していくためには、定年延長でなければならない。定年延長で同じ仕事をしていても給与水準は下げるということであり、ギリギリのところで意見の申出となったものだ。にもかかわらず、人事院の案と別の案を公務員事務局が検討するというのはおかしいのではないか。第二の選択肢について検討しろとはどこも言っていないはずだ。

(4) 地方公務員の条例改正等のスケジュールを踏まえると大変厳しいものであり遺憾である。また、再任用の義務化であれば、希望しても再任用されない場合もあるし、再任用されても２級～３級で９割以上、過半数は短時間勤務であり、公的年金が全くでない中でそれでは収入面でやっていけない。再任用という形では、職員の能力を十分発揮させた働き方にもつながりにくい。60歳以降安心して暮らしていけるということをめざすべきだ。定年延長に絞って定員や短時間勤務などの具体的な課題について検討してほしい。新たに希望退職制度を設けるということであれば、水準はともかく制度設計くらいは基本方針で示してほしい。

　これに対し、笹島審議官は次の通り回答した。

(1) 当初は法案提出を５月くらいをめどに想定していた。もともとこの問題は法案のボリュームが大きいわけではない。接続方法、定員など具体的な課題の検討はこれからであり、今国会は難しいが、一方で公的年金の引き上げは待ったなしであり25年度の施行というのは不可欠であるから、遅くとも臨時国会をめざし６月までには全体の枠組みを作っていかなければならないと考えている。まずは、３月までに雇用と年金の接続の方法について決めたい。

(2）選択肢が増えたと指摘されたが、どちらにするかの判断のために意見交換会を実施し、政治的な判断をする。実際、「定年延長」については世論のバックアップがないという状況のもとでは、民間の労働者について労政審の建議や、国民、国会に対する説明を踏まえないといけない。そもそも雇用があるだけで良いのではないかという乱暴な議論もあるなかで、私どもとしても組合の皆さんには積極的に主張してもらいたいと思っている。

(3) 人事院の意見の申出はあるが、それを錦の御旗にすることはできない。どういうことが雇用の確保なのか、どういう処遇が適当なのかということを考えていく必要がある。厳しい政局の状況のなかで判断していかなければならないという実態もある。

(4) ご指摘の定員問題については、定年延長であっても再任用の義務化であっても同じ状況である。採用数については３月末には決めざるを得ない。希望退職について、総務省にどういう仕組みになるのか検討をお願いしつつ、３月末の段階で一定のものを決めていきたい。

　また、村山参事官は「再来週には有識者の意見交換会や党内での議論が始まる。皆さんからの意見をいただき、公式協議に臨んでいきたい。地方公務員の問題については、総務省公務員部とも連携して取り組んでいく。また、再任用の義務化については、常勤官職に就けることによって、義務化をはかっていくつもりだ」と補足した。

　最後に、岩﨑労働条件委員長より「極めて時間がないなかではあるが、われわれのあくまで定年延長で対応すべきという意見と齟齬をきたさないように検討作業を進めていただきたい」と強く要請し、交渉を終えた。

（別紙)
平成24年２月17日
１　現状
　・　昨年９月30日、人事院から「公的年金の支給開始年齢の引上げに合わせて、平成25年度から平成37年度に向けて、定年を段階的に65歳まで引き上げることが適当」等とする国家公務員法等の改正についての意見の申出。
　・　昨年10月４日の閣議において、公務員制度改革担当大臣は「60歳以降の職員の雇用と年金の接続に向け、人事院の意見の申出を受け、民間の状況等をも踏まえつつ、総務省をはじめとする関係機関と連携して検討を進め、必要な措置を講じ」る旨を発言。
　
　・　民間の状況は以下のとおり。
①　高年齢者雇用確保措置の実施状況をみると、全体の95.7％の企業でいずれかの措置が講じられ、同措置実施企業の82.6％で継続雇用制度が実施されているが、継続雇用制度実施企業の56.8％（全企業の44.9％）は労使協定で継続雇用制度の対象者に係る基準を設定。
②　公的年金の報酬比例部分の支給開始年齢の引上げに対応した雇用と年金の接続について、本年１月６日の厚生労働省労働政策審議会は建議において、法定定年年齢の引上げは「中長期的に検討していくべき課題」とした上で「継続雇用制度の対象となる高齢者に係る基準は廃止することが適当」と結論づけ。同旨の内容が「社会保障・税一体改革素案について」（１月６日閣議報告）に盛り込まれたところ。
２　考えられる選択肢
　　人事院の意見の申出に即した「定年の段階的引上げ案」（選択肢Ⅰ）、民間の状況を重視し「再任用を希望する定年退職者の採用を法律上義務付ける案」（選択肢Ⅱ）が考えられるところ。
　選択肢Ⅰ
　　・　平成25年度から3年に1歳ずつ定年を引き上げ、平成37年度に65歳定年を実現
　　・　60歳超職員の給与は60歳前の70％に設定
　　・　当分の間の措置として本府省の局長・部長・課長等の一定の管理職に役職定年制を導入
　　・　60歳超職員の希望に応じた定年前短時間勤務職員制を導入
　　選択肢Ⅱ
　　・　常時勤務を要する官職への再任用を希望する定年退職者等を、１年を超えない範囲内で任期を定めて退職日の翌日に常時勤務を要する官職に採用することについて、当該定年退職者の任命権者に対して義務付け
　　・　上記の再任用を行う場合、従前の勤務実績等に基づき、任命しようとする官職に係る標準職務遂行能力及び適性を判断して行うことについて、当該定年退職者の任命権者に対して義務付け
　　（・　上記の再任用を行う場合の俸給及び手当の在り方等については今後の検討課題）
３　今後のスケジュール、検討体制
　・　国家公務員の雇用と年金の接続の在り方については、来年度の新規採用数に影響を与えることから、本年３月末には政府としての基本的な方針を決定することが必要。
　　　また、基本的な方針の決定に当たっては、労使各側の当事者と十分に意見交換を重ねることはもとより、学識経験者等の有識者の意見を聴くことが必要と判断。
　　　このため、公務員制度改革担当大臣の下に「国家公務員の雇用と年金の接続に関する意見交換会」（仮称）を設置し、国家公務員制度改革推進本部としての課題の整理や原案を示し、有識者にも意見を求めていく方針。
　・　なお、国家公務員の雇用と年金の接続に関する政府としての基本的な方針の決定後、当該方針に基づく詳細な制度設計を検討の上、国家公務員法等一部改正法案の策定に取り組む方針。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
